
「水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の見直し 

について（答申）」の結果について 
  

平成 27 年 12 月４日（金）に開催された中央環境審議会水環境部会（第 40 回）にお

いて、「水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の見直しについて（報告）」

が取りまとめられ、中央環境審議会会長から 12 月７日付けで環境大臣へ答申がなされ

ました。 

 これを受け、環境省では「水質汚濁に係る環境基準について」（告示）を改正する

予定です。 

 

１．経緯 

 平成 25 年８月 30 日に、環境大臣が中央環境審議会に対して諮問した「水質汚濁に

係る生活環境の保全に関する環境基準の見直しについて」（諮問第 358 号）について、

同年 12 月より、中央環境審議会水環境部会に設置された生活環境項目環境基準専門

委員会において検討がなされ、平成 27 年 10 月に報告が取りまとめられました。 

この報告は、平成 27 年 12 月４日に開催された中央環境審議会水環境部会（第 40

回）において審議・取りまとめがなされ、12 月７日付けで中央環境審議会会長から

環境大臣へ別添１のとおり答申がなされました。 

 

２．答申の概要 

 環境基本法に基づく水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準について、魚

介類等の水生生物の生息・再生産や海藻草類等の水生植物の生育に対して直接的な影

響を判断できる指標、国民が直感的に理解しやすい指標という視点に着目して、良好

な水環境の実現に向けた施策を効果的に推進していくため、海域及び湖沼を対象に新

たな指標の検討が行われました。 

その結果は以下のとおりです。 

 

・  底層溶存酸素量については、その低下が魚介類等の水生生物の生息そのものに影

響するとともに、青潮の発生等により生活環境の保全に影響を及ぼすおそれがある

ことから、環境基準とすることが適当。 

 

・  沿岸透明度については、水環境の実態を国民が直感的に理解しやすい指標である

ことに鑑み、水生植物の目標水深や親水利用の目的に応じた指標として設定するこ

とは有効であると考えられるものの、環境基準として位置付けるよりも、地域の合

意形成により、地域にとって適切な目標（地域環境目標（仮称））として設定する

ことが適当。 

資料４ 



なお、底層溶存酸素量の類型及び基準値は下表のとおりです。 

 

表 底層溶存酸素量の類型及び基準値 

類型 類型あてはめの目的 基準値 

生物 1 

・ 生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が、生息

できる場を保全・再生する水域 

・ 再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が、再

生産できる場を保全・再生する水域 

4.0mg/L 

以上 

生物 2 

・ 生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、

水生生物が生息できる場を保全・再生する水域 

・ 再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除

き、水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

3.0mg/L 

以上 

生物 3 

・ 生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が、生息

できる場を保全・再生する水域 

・ 再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が、再

生産できる場を保全・再生する水域 

・ 無生物域を解消する水域 

2.0mg/L 

以上 

 

３．今後の予定 

 今回の答申を受け、環境省では「水質汚濁に係る環境基準について」（告示）を改

正する予定です。 

 


